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議案第２３号  

 

   令和５年度土浦市介護保険特別会計予算  

 

 

令和５年度土浦市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところ

による。  

（歳入歳出予算）  

第 １ 条  保 険 事 業 勘 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 は 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ  

１２，３７６，１１４千円と定める。  

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

歳入歳出予算」による。  

（歳出予算の流用）  

第 ２ 条   地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予

算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。  

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。  

 

 

 

  令和５年  ２月２８日  提  出  

 

               土浦市長  安藤  真理子  

 

  令和５年   月   日  
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介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 説 明 書
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○職員人件費 143,109

○一般管理事業 9,931

○賦課徴収事業 5,249
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○介護認定審査会事業 21,435

○認定調査等事業 62,710

○趣旨普及事業 540
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○地域密着型介護サービス運営委

　員会事業 189
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○居宅介護サービス給付事業 4,546,160

○特例居宅介護サービス給付事業

22,450

○施設介護サービス給付事業 4,067,630

○特例施設介護サービス給付事業

1

○居宅介護福祉用具購入事業 12,942

○居宅介護住宅改修事業 27,141

-318-



○居宅介護サービス計画給付事業

622,036

○特例居宅介護サービス計画給付

　事業 1

○地域密着型介護サービス給付事

　業 1,543,377

○特例地域密着型介護サービス給

　付事業 1
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○介護予防サービス給付事業 102,837

○特例介護予防サービス給付事業

253

○介護予防福祉用具購入事業 1,514

○介護予防住宅改修事業 12,941

○介護予防サービス計画給付事業

24,061

○特例介護予防サービス計画給付

　事業 1
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○地域密着型介護予防サービス給

　付事業 5,289

○特例地域密着型介護予防サービ

　ス給付事業 1

○審査支払事業 9,844
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○高額介護サービス事業 393,169

○高額介護予防サービス事業 459

○高額医療合算介護サービス費

53,687

○高額医療合算介護予防サービス

　費 196
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○特定入所者介護サービス事業

362,835

○特例特定入所者介護サービス事

　業費 917

○特定入所者介護予防サービス事

　業 65

○特例特定入所者介護予防サービ

　ス事業 1
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○介護予防・生活支援サービス事

　業 147,470

○介護予防ケアマネジメント事業

24,921

○高額介護予防・生活支援サービ

　ス事業 311

○高額医療合算介護予防・生活支

　援サービス費 107

○職員人件費 13,489

○介護予防アウトリーチ事業 173
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○介護予防啓発教室事業 1,035

○一般介護予防事業評価事業 42

○介護予防セルフマネジメント支

　援事業 548

○地域リハビリテーション活動支

　援事業 507

○介護保険適正化事業 3,185

○介護相談員派遣事業 2,708

○ケアプラン指導研修事業 182

○徘徊高齢者家族支援サービス事

　業 341
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○家族介護者交流事業 44

○成年後見制度支援事業 2,368

○認知症サポーター養成事業 312

○高齢者等在宅生活支援配食サー

　ビス事業 16,108

○高齢者見守りネットワーク事業

3,218

○職員人件費 9,524

○在宅医療・介護連携拠点事業

804

○職員人件費 8,339

-326-



○認知症施策推進事業 11,883

○審査支払事業 752
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○介護給付費準備基金積立金 3,083
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○第１号被保険者保険料過誤納還

　付事業 4,000

○国庫支出金返還事業 1

○県支出金返還事業 1

○支払基金交付金返還事業 1

○一般会計精算事業 1

○重層的支援体制整備事業繰出金

66,684
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(１) 総　括

【　】内は、会計年度任用職員数を別掲

職員手当等の内訳

(２) 給料及び職員手当等の増減額の明細

人

人

人

(３) 給料及び職員手当等の状況

区分 説　　明
増減事由別内訳

昇給に伴う
増　加　分

346

備　　　考

970 ％

(千円) (千円)

大 学 卒 198,500 185,200

 ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行　政　職

令和5年1月1日現在

 平均給料月額（円） 285,152

 平均給与月額（円） 353,914

 平 均 年 齢 （歳） 40

令和4年1月1日現在

 平均給料月額（円） 273,973

 平均給与月額（円） 337,111

 平 均 年 齢 （歳）

高 校 卒 154,600 154,600

38

 イ　初任給

区　　分
行　政　職

市

781

23

24

△ 1

その他の
増 減 分

制度改正に
よる増減分

人事異動等に伴う職員
構成の変動

その他の
増 減 分

△ 2,187

△ 2,228

期末手当支給率改定

国

(単位　円)

令和4年度当初　4.30月 → 令和5年度　4.40月

職員数の異動状況

令和4年度予算 職員数

令和5年度予算 職員数

給与費明細書

給　与　費

27,388 190,858

27,731 193,893

本 年 度

前 年 度

23 【11】 15,158 77,728 70,584 163,470

24 【10】

報　　酬 給　　料 職員手当等 計

(千円) (千円) (千円) (千円)（人）

共 済 費 合　　計

(千円) (千円)

(単位　千円)

△ 343 △ 3,035

職員数

△ 2,692

区　　分

人事異動等に伴う職員
構成の変動

平均昇給率

異動等による増減

職
員
手
当
等

増 減 額

△ 1,447

給
　
料

△ 871

1.3

給与改定に
伴う増減分

15,532 78,599 72,031 166,162

比　　較 △ 1 【1】 △ 374 △ 871 △ 1,447

△ 120

55

△ 15

前 年 度 10,2501,470

240比　　較 △ 576 12

8,189

△ 63 △ 480

1,800 1,9921,782

特殊勤務
手　当

401,710 1,512

△ 491

1,175

2026

34,349

期末勤勉
手　当

34,323 10,995

10,504

退職手当
負 担 金

児童手当

1,195

区　　分

管理職員

扶養手当

9,674 12

時間外勤務
手　当

特別勤務

手　当

本 年 度

地域手当

8,126

管理職手当

1,800

通勤手当住居手当

1,662
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 ウ　級別職員数 （級別の基準となる職務）

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

オ　期末・勤勉手当

 カ　定年退職に係る退職手当

 キ　地域手当 ケ　その他の手当

ク　特殊勤務手当

 宿日直手当

 管理職員特別勤務手当

国の制度と
の異同

差 異 の 内 容

同

同

同

同

同

同

 時間外勤務手当 異
労働基準法に基づく
時間単価

 扶養手当

 住居手当

 通勤手当

区　　　分

課長補佐級

6　級

主 幹 級

3　級 主 任 級

4　級 係 長 級

参 事 級

8　級 部 長 級

1　級

行　政　職

6

構成比

4級

8級

計

計

5　級

職員数

（人）

7級

6級

6.35級

18.7

18.7

31.3

級

1級

2級

3級

国の制度 2.200 2.200 4.40 有

前 年 度 2.150

22

本 年 度 2.200

4級

5級

6級

7級

8級

1級

2級

3級

5

5

47.709

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

23

最高限度

（月分）

 管理職手当

（月分） （月分） （月分）

 支給対象職員数 （人）

国の制度 24.586875 33.27075 47.709

市 内 全 域

 支給率 （％） 10.0

 支給対象地域

 エ　昇給

区　　分

支給期別支給率
支給率計
（月分）

職制上の段階、職務
の級等による加算措

置
備　　考

6月（月分） 12月（月分）

2号給

前 年 度

2号給

区　　　分

100.0

課 長 級

7　級

主 事 級

2　級

区
　
分

令
和
5
年
1
月
1
日
現
在

令
和
4
年
1
月
1
日
現
在

区　　分 行 政 職

6号給 （人） 3

4号給 （人） 12

2.250 4.40 有

2.200 4.40 有

5号給 （人）

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
（1年につき最大3％加算）

（人） 12

（人） 6

（人） 23

（人） 24

号給数別内訳

1号給 （人）

3号給 （人） 2

（％） 95.8

（人） 5

（人） 21

本 年 度

（人） 23

号給数別内訳

1号給 （人）

3号給 （人）

（％） 91.3

6号給 （人） 4

5号給 （人）

4号給

行 政 職

2

2

2

25

7

8

（％）

24.0

8.0

28.0

2

25.0

100.0

8

8.0

32.0

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

 国の指定基準に基づく支給率

福祉業務手当

17.4（％）
支給対象職員の比率
（令和5年1月1日現在）

特殊勤務手当の名称

市 内 全 域

給料総額に対する比率 （％） 0.3

区　　　　分

（％） 10.0
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